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お わ り に
京都議定書に盛られた温室効果ガス削減目標
の実現は重要なことであるもの, 日本にとって
は容易でない。日標達成を目指すためには,既
に公表されている政府の提案以上の政策が国内
対策としては必要であり,同時に政策オプショ
ンとして海外諸国との共同実施や排出権取引市
場の利用も検討すべきである。また,将来の人
口が減少することを考えれば,時間軸をさらに
拡大してオプションを検討してゆくことも必要
となろう。
圧
* 本稿は,第二回日中経済学術交流会議(1998年10
月,名古屋市立大学)での報告を基にしている。
(1)気候変動枠組み条約(UNFCCO第三回締約国会
議,一般には地球温暖化防止京都会議と呼ばれる。
(2)Clean Development ?lechanisin
(3)議長国である日本の優柔不断な態度が酷評された
だけでなく,日標値の設定もEU,米国に追随しただ
けで,対外的には評価をうける代物でない。また,
国内においても,マイナス2.5%の目標が産業界か
らギリギリの線とされていただけに,実現可能か否
かという側面から疑間視されている。
(4)C02排出量=(C02/エネルギー)。 (エネルギー/
GDP)。(GDP/人口)。人口で示される。
(5)通産省・総合エネルギー調査会・需給部会『長期
エネルギー需給見通し (中間報告)』 1998年6月
(6)確かに政府は,1997年に新エネルギーの導入促進
を目的とした「新エネルギー法」,1998年には「省エ
ネルギー法」の改正を行って,日標達成のための政
策的後押しの努力を行っている。
(7)省エネ基準 (判断値)として, トップランナー方
式を用いることも決まっている。
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